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による韓国地域の土地改革

はじめに

I 統一政府樹立と土地問題

II 北朝鮮による韓国地域の土地改革準備と

実行計蘭

おわりに

はじめに

朝鮮の南北関係には，朝鮮半島に深い利害関係

をもっ米，ソ，中，日などの影響力が強く作用し

ている。しかし，南北朝鮮関係の基本構造は，あ

くまで両当事者の政治・経済・社会の動きにかか

っている。現在の両者の関係の枠組は， 1945年の

日本統治からの解放後，朝鮮戦争が停戦を迎えた

1950年代の前半にかけて形成されたとみてよいで

あろう。

この時期の南北朝鮮の歴史には，なお解明され

なければならない多くの重要な問題が残されてい

る。本稿は，それら諸問題のうち，朝鮮民主主義人

民共和国〈以下，北朝鮮〉が朝鮮戦争の「勃発」直後

の時期に韓国地域で実施した土地改革について調

査したものである。従来，この土地改革について

は，概略が知られていたのみであった。それは，関

連資料を入手することが困難だったからである。

朝鮮戦争時，アメリカ軍は大量の北朝鮮関係資

料を接収して本国に送ったが，それらは1977年以

降一般に公開された。筆者も1982年と83年の2度
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アメ日カのメローランドチトトシュートランドのワ

シントン・ナショナル・レコードセンターでこれ

らの資料を見る機会を得た。所蔵されている北朝

鮮関係資料の概要については本誌第24巻第3号

(19回年3月〉で紹介した。

これらの資料のなかに， 1950年，北朝鮮が韓国

地域で実施した土地改革関係の公文書があれた

とえば，農林省南半部土地改革指導委員会が作成

した「南半部土地改革実行準備計画書J，「南半部

土地改革に関する宜伝事業計画書」，「共和国南半

部地域で土地改革を実施するための諸般の組織に

関してJ（極秘〉などの文書が含まれている他I）。

本稿は主としてこれら公文書にもとづいてお

り，土地改革の準備，法令の内容および実行計画

について述べる。土地改革の実施過程，および改

革の結果については稿を改めて述べる予定であ

る。

ところで，北朝鮮の労働党や政府の朝鮮社会の

民主化および統一政府樹立政策における土地問題

の位置づけは， 1972年を境に大きく変化した。そ

こで，まず統一政府樹立政策との関連で土地問題

がどのように位置づけられていたか，それがどう

変化したかを概観したのち， 1950年の土地改革に

ついて述べることとする。

なお本稿は，北朝鮮の統一政策のなかでも特に

朝鮮戦争と土地改革の関連を考察する作業の一環

『アジア経済』 XXJX-1 (1988. I) 



であり，その第1回は本誌第25巻第5・6号（1984

年5・6月号〉に発表した。併せて参照いただきた

u、。
（注1) この公文書は忠清北道報恩郡人民望書員会の

ものであった。同委員会の公文書綴（RGNo.242, SA 

2010-4 76〕に含まれていた文書は以下のとおりであ

る。

(1) セ祖母せ吐手五ス］7月司スl」三♀J毛主l〔農林省南半
部土地改革指導委員会〕「壮吐与えスM司＂J想壱凶1苅1
~ペ」〔南半部土地改革実行準備計図書〕。

(2) 「吐せ半三ス：M司吋l惑をせ社斗"il苅l主Jペ」〔南半

部土地改革に関する宣伝事業計画審〕。本計図書には

作成者が書かれていないが，（1）に同じと考えられる。

(3）寺唱λJ＼！－吐ヰ互スJ7B司ヌ1ユ三刊号f主1剖4祖母 斗
吾子 C農林省南半部土地改革指導委員会委員長朴文

圭〕「Z干玉＜＞JoJ♀1毛主l♀l唱をせ号室干号せ畦半ヌ：］（当
叫I]:呈ヌ］7刊竜司＂Jλr呈♀lせ埼l吐三E有吋1］：；是斗<>lJ〔各道人民
委員会委員長殴共和国南半部地域で土地改革を実施

するための諸般の組織に関して］号叶〔極秘〕。

14) 向上「オ玉（ペ合王子喧λl号呈苦〉主ス］ 7~ 電信号

♀1祖母 Zrλ1そ旦ヌM首位噂♀1唱考古｝： ~毛羽毛詞

♀l姐子宮叫l叫舌ト。h」〔各道（ソウル特別市を含む〉土
地改革実行委員長，各市郡土地改革実行委員長殿農

村委員会委員の構成について〕。

なお，（1）～（4）の文書には月日が記入されていない

が，内容からみて1950年7月中に作成されたものと推

定しうる。

(5) 向上「Z十三『l"J.♀1祖剥♀1祖母 z十王互ス］ 7~ 司包

帯♀1屯主l♀！唱す せ.£..スl±iト司号~什ヱヰ唱えト叶l叫

叫<>l」〔各道人民事き員会委員長，各道土地改革実行委

員会費員長殿土地所有権証明書交付手続について〕

1950年8月7目。

(6) 同よ「Z十五（ぺ全号電λl善玉苦） .£..ヌlフ刊言PJ噂

辛1屯サ 7..j-λlr三ヌM司包帯判祖母せをさ♀l宅！.:i司吾
祉7刊 号（吋〕叫1ペ玉牛靖子（直〕三l:.~ を牛~%叫J ：；在官ト

叶」〔各道〈ソウル特別市を含む〉土地改革実行委員

長，各市郡土地改革実行委員長殿農村委員会をl洞

〈塁〕でも数区組織することができることに関してJo
(7）寺司~.Aa lす吐」十五ヌM司埼玉剖屯主l♀l唱を斗

を子〔農林省南半部土地改革指導委員会委員長ホト

文圭〕「什合λ］＂~:17] .5三五ヌJ7B司佐官』♀l唱豆l斗唱帯電
吋l叫斗aj 号予言－＇Jl寸畦ヰ互ヌ］ 7~ 司スl ヱ三羽毛主l 渇1]2ヌト
判宅主主：］；豊司λfJ〔ソウル市および京畿道土地改革実待

朝鮮民主主義人民共和国による韓国地域の土地改革

委員会事業情況について 農林省南半部土地改革指導

委員会第2回餐員会決定書7号叶〔極秘〕 1950年8
月2目。

(8）向上「zr王 λ1 音信想羽毛主1判せ司｝ '31-
互ス：］7刊電ヰ-'.l.λl叫l毛せ4害対11」比三工刈萱吋I］；柱時吋」〔各道，
市，郡，突符委員会委員長殿土地改革実施に関する

統計報告提出について〕 吋〔秘〕 1950年8月7日。

(9) 旦毛-;ct:-J-ヰ〔報恩郡党部〕「2主主~~互ヌ］ 7~ 電H!.

替ォ1司斗」〔報恩郡土地改革実行計画書〕 祖t!Jll]喧

〔絶対秘密〕。

同号3宮＊王互スl神電PJ古書判4世主l♀l唱す 7J%せ
〔忠清北道土地改革実行妥員会委員長金ゥ γアム〕

「Zrλ.］~喧.£..スJ7n 電司＂.l.守判屯サ zr斗祖唱そ ':J.詩句ヌL

'31- Z己;a:J7n司斗°il笠宮署叫lτ唱をλ1-°ilスlλlhf」〔各市郡面
土地改革実行委員長各派遺員郡面責任者殿土地改

革事業実行に関する事業指示書〕 1950年8月15日。

凶号三宮ヰ正也λl'tl弓l♀H世主1羽祖母司oJ.司トペ
7J ；すを~;<J 〔忠清北道臨時人民委員会委員長李ミ

γョγ 書記長ヵ γソタチヨ γ〕「互スM司斗"il-t!司自

叫l母音いトJ〔土地改革事業実行に関して〕 1950年8月
8目。

回号ヰヱ三唱判＊司主1を叫ミFを<>l〔忠北道

路委農林慮長代コ γ3えんヨ〕「zrλJr首位判

＊仕斗サ泣き－＇J-斗弓｝＜：と~叫lt!l言トo,j」〔各市郡臨人

委農産課長殿農産線長召集について〕 19回年8

月1日。

同 号帯主干王oJλloJ. nJ.ヰH！主l〔忠清北道臨時人民委

員会〕 rzi-λl丑『l"J.♀l屯主l判4自宅F'31- z己スHさ吋号~

λ1.ii!.千吋lE有吉ト<>l」〔各市郡人民委員会委員長殿土地

分与証明書交付について〕。なお，本書類は忠清北道

臨時人民委員会 委員長名で作成されたものと捻定き

れるが，資料複写の際委員長名が入らなかったものと

思われる。

(14) 号ヰOJλl『l♀1〔忠北臨時人委〕「荷主苦手守 Zr 
λ1音寺住斗サ'31- ！え;a:J"l!:埼玉ヰ喫;a:J互い｝子舎7］子安

7）ォ11'司令吋l母叫o,JJ〔財政部長各市郡長産課長量生
土地関係図書普および地絡事務用器具，機械の接収につ

いて〕 8月11白。

なお，一般に，農地だけを改革の対象とする場合を

長地改革，農地以外の山林等も含めた改革を土地改革

と呼んでいる。北朝鮮が韓国地域に適用した法令等で

は山林に言及していないが，北朝鮮側では「土地改

革」としているので，本稿においてもそれに従った。
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I 統一政府樹立と土地問題

1. 南北両政権樹立まで

朝鮮が日本の統治から解放された当時，社会の

民主的改革と統一政府樹立が，朝鮮民族の最も重

要な課題であった。

しかし， 1945年の後半から46年にかけて，朝鮮

社会の民主的改革の内容に関しては，それがプロ

レタリア民主主義か，ブルジョア民主主義か，あ

るいは東欧にみられるような人民民主主義か等を

めぐって，共産主義者の聞にはさまざまな見解が

あった〈注I）。

そのなかで，朴憲永を中心に南朝鮮で再建され

た朝鮮共産党は， 1945年9月20日付で公表した

「現情勢とわれわれの任務」という文書のなかで

「今日朝鮮はブルジョア民主主義革命の段階を歩

んでおり，民族的完全独立と土地問題の革命的解

決が，最も重要であり，中心となる課題である」

位2）と述べ，朝鮮革命がブルジョア民主主義革命

の段階にあり，その中心課題が土地問題であると

いう認識を明らかにした。

他方北朝鮮においても， 1946年8月の北朝鮮労

働党創立大会で行なった報告のなかで，金日成は

「北朝鮮で実施されたいろいろな民主主義改革

は，数千年の開封建的に，植民地的に抑圧され，

停滞していた朝鮮社会の古いあらゆる関係を清算

し，自由で活発な発展の道を聞いたのでありま

す」位幻と述べ，改革の性格がブルジョア民主主

義的性格のものであることを示唆している。

このように，当時朝鮮の政治において大きな役

割を果たした南北2人の共産主義者は，朝鮮革命

の性格についての認識では，一致していたと見る

ことができる。しかし，ソ違憲の占領した北朝鮮，
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アメリカ軍が占領した南朝鮮という条件の違いに

より， 1946年に入ると北朝鮮においてのみ，上記

の民主主義的改革が急速に進展する。

北朝鮮で実施された民主主義的改革の具体的内

容は，（1）土地改革，（2)8時間労働制の実施，（3）男

女平等権法の制定，（4）重要産業の固有化，（5）普通

選挙制の実施などである。

これら諸改革が，北朝鮮地域でまず実施された

経緯は， 1945年12月のモスクワ 3国（米ソ英）外相

会議の決定ともかかわるものであった。モスクワ

3相会議の決定は朝鮮に「民主主義臨時政府」を

樹立すること， 5年間の信託統治を実施すること

を骨子とするものであった。しかし，この決定が

発表されると，南朝鮮では金九，李承晩等右派の

政治家を中心に強い反対運動が起こった。この情

況を見た北朝鮮側はモスクワ3相会議の決定を，

まず北朝鮮で実施するという方針をとった。この

点について，金日成は1946年8月の北朝鮮労働党

創立大会の報告においてつぎのように述べてい

る。

「わが党は北朝鮮でモスクワ 3相会議の決定に反対

しようと企図する反動勢力をしりぞけ，全党にモスク

ワ3相会議の決定を北朝鮮でだけでもまず実施するこ

とを呼びかけた」（傍点原文〉借り。

これに続く報告のなかで，金日成は1946年 1月

6日にモスクワ 3相会議の決定を支持する大規模

な運動を行なったこと，さらに2月8日には臨時

人民委員会を樹立し，この政権の下で3月から8

月にかけて上記諸民主改革を実施したことなどを

述べている。

モスクワ 3相会議の決定は，米ソ両軍の代表に

よる合同委員会で具体化し，実行することになっ

ており，そのための正式会談として1946年3月20

日に第1回本会議が開催された。その前に北朝鮮



側でモスクワ3相会議の決定を実行に移すという

考えの下に，臨時人民委員会を結成し，諸民主改

革の実施に着手したことは，ソ連軍政が，アメリ

カ側が合同委員会でソ連側に同調すればそれでよ

いし，もし同調しなくてもやむを得ないと考え

ていたことを示していると思われる位5)0 

いずれにしても，以上で見たような経緯で北朝

鮮の改革が実施されることになった。なかでも(1)

の土地改革や（4）の重要産業国有化は大きな問題で

あったと考えられる。しかし，重要産業に含まれ

る企業，鉱山，発電所，鉄道，運輸・逓信，銀行

等は，ほとんど日本人か日本人団体が所有してい

たものであり，日本人が引揚げた後，それらを

「固有化」しても，土地改革にくらべれば抵抗は

あまり大きくなかったと考えられる。

しかし，土地については，かつて日本人が所有

していた農地も，改革対象地約100万町歩中11方

3000町歩とかなりのウェイトを占めていたが，そ

れ以外に多数の朝鮮人地主が改革の対象となった

から，土地改革の実施は大きな問題とならざるを

得なかった。しかしまた，土地改革の実施なくし

て，民主的政府の樹立はあり得ないというのが，

南北を通じて，共産主義者のほぼ一致した考えで

あった。南朝鮮で再建された共産党が，土地問題

を最も重視していたことはさきほど簡単に述べ

た。以下では北朝鮮の党や政権が，土地問題をど

のように見ていたか，いくつかの事例によって検

討してみよう。

まず， 1945年10月10～13日に朝鮮共産党北朝鮮

分局を設置する会議室が開かれたが，この会議の決

議において朝鮮の革命の基本課題は土地問題であ

ると規定された。また，この会議において「土地

問題についての決定」が採択されたが，その骨子

は，（1）日本帝国主義者および親目的反動地主の土

朝鮮民主主義人民共和国による韓国地域の土地改革

地を一切没収する，（2）それ以外の朝鮮人地主に対

する小作料は収穫高の3¥§IJとする，というもので

あった。しかし，翌1946年1月1日の金日成の新

年の辞では，土地没収の対象は親日的反動地主だ

けでなく，一切の地主を含むというように対象が

拡大されたといわれている位6）。

ここでみられるように，北朝鮮側でも土地問題

をきわめて重視しており，改革の対象も短時日の

聞に拡大されていったとみてよいであろう。その

背景には，上記決議や決定にもとづく小作農の地

主に対する闘争があった。

次に， 1946年2月8日「北朝鮮民主主義政党，

社会団体，行政局，人民委員会代表拡大協議会J

という会議が聞かれた。この会議は先に述べた

「北朝鮮臨時人民委員会」を組織するための会議

であった。この会議で金日成は「目前の朝鮮政治

情勢と北朝鮮臨時人民委員会の組織問題に関する

報告」を行なった。このなかで，臨時人民委員会

の第1の事業は，地方の政治機関を強固にし，親

日派と反民主主義的分子を粛清することであると

述べた後，第2の事業として土地改革問題をあ

げ，つぎのように述べている。

「人民委員会の2番目に重大な事業は土地改革を実

際生活で実践することであります。この改革なくし

て，農村経済の発展と復興は不可能なばかりでなく，

自由民主主義的朝鮮国家建設も不可能です」（注7）。

ここに見られるとおり，土地改革問題は農村経

済の発展という観点からだけでなく，民主主義的

な国家の建設のために不可避の課題と位置づけら

れていた。

つづいて， 1946年3月20日，ソウルで朝鮮臨時

政府樹立のための第l回米ソ合同委員会が開催さ

れた。その3日後金日成臨時人民委員会委員長

は，ラジオを通じて20カ条の政治綱領を発表した。



この綱領は樹立されるべき朝鮮臨時政府が必ず実

現しなければならないものとして発表されたので

あった。同綱領は第11項で土地問題についてつぎ

のように述べている。

「日本人，日本国家，売国奴および常時小作に出す

地主の土地は没収し，小作館IJ度は撤廃し，没収した一

切の土地は農民に無償で分配し，かれらの所有とする

こと。濯瓶施設に附属する一切Jの建物は無償で没収

し，国家で管理することj情的。

北朝鮮では土地問題に関する以上のような位置

づけと改革の原則にもとづいて， 1946年3月5日

「土地改革法」を公布，モスクワ 3相会議決定の

内容を先取りする形で土地改革を実施した。臨時

人民委員会結成後，最初に行なったのが土地改革

であったが，北朝鮮労働党創立大会（1946年8月〉

で，金日成はつぎのように述べている。

「3月5日に人民委員会で発表した土地改革法令を

わが党は全面的に支持し，わが党の民主改革事業で第

1に実行する偉大な事業であることを決定し，全党を

動員し，この土地改革事業に不眠不休の努力を払うこ

とにより勝利の結果をもたらすよう推進したJ他的。

この土地改革後間もない1946年4月13日，北朝

鮮臨時人民委員会第1次拡大委員会が開催され，

土地改革の総括が行なわれた。この会議で金日成

は土地改革の歴史的意義について朝鮮で数千年来

つづいてきた封建制度をなくしたこと，朝鮮だけ

でなく全東方の植民地諸民族に大きな民主主義的

影響と推進力を与えるものであると指摘したの

ち，つぎのように述べている。

「こんど朝鮮で実施された土地改革は， 38度線を境

界に南北に分離された朝鮮の，すみやかな民主主義的

統ーを実現させるものである。......

全国の人民が北朝鮮の農民とともにたちあがり，民

主主義を妨害する反動地主どもをぼく滅し，朝鮮のす

みやかな統一的民主主義政権を樹立するためのもので

あった」〈注問。

当時アメ Pカ軍占領下にあった南朝鮮で，北朝
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鮮と同じような土地改革を実施しうる可能性につ

いて，今日の時点からどのように見るかは別とし

て，当時の北朝鮮の党や臨時人民委員会は，まず

北朝鮮で改革を実施し，それを南朝鮮にも波及さ

せ，統一的民主主義政権を樹立しようという考え

であったことが上記金日成総括には示されてい

あ。

1946年8月末，北朝鮮では共産党と新民党が合

同し，北朝鮮労働党を結成した。創立大会におけ

る金日成の報告についてはすでに言及したが，同

大会で採択された党の綱領は，土地問題について

第3項（全文12項）で次のように規定している。

「日本人，民族反逆者および地主の所有地を没収

し，土地のない農民，土地の少ない農民に無償で分配

し，北朝鮮の土地改革の成果を一層強固にし，全朝鮮

の土地改革を実施すること」惜11）。

この規定の前段は明らかに南朝鮮地域の土地改

革について述ベたものであり，最後の部分で「全

朝鮮に土地改革を実施する」と述べ，その点を明

確にしている。 1946年11月には，南朝鮮において

も南朝鮮労働党が結成されたが，その綱領は北朝

鮮労働党のそれとほとんど同一であった。なお，

両党は1949年6月末合同し，朝鮮労働党となっ

た。

2. 南北両政権樹立以後

朝鮮に統一政府を樹立するための米ツ合同委員

会は，民主主義臨時政府樹立に参加する団体の資

格をめぐって対立，ついに一致点を見い出せず，

1947年5月決裂した。アメリカは朝鮮の統一政府

樹立問題を国連に持込むなど曲折を経た後，結局

南北で別々に政権が樹立されることになった。

1948年8月15日南朝鮮では大韓民国の樹立が宣言

され， 9月9日には北朝鮮に朝鮮民主主義人民共

和国が樹立された。韓国の憲法も第9章経済第86



条で農地の分配について「農地は農民に分配し，

その分配方法，所有の限度，所有権の内容と限界

は法律によって定める」と規定したが，特に北朝

鮮地域については言及していない世間。

これに対し，北朝鮮の憲法では，第1章の根本

原則のなかで土地改革について次のように規定し

た。

第6条前日本国家と日本人の所有地およE瑚鮮人

地主の所有地は没収する。

小作制度は永遠に廃止する。

土地は自己の労カで耕作する者だけがもつことがで

きる。

土地所有の最大限度は5町歩または20町歩とする

〈注13）。

土地所有の最大限度は地域および条件により別に法

令で規定する。

土地の個人所有とともに国家および協同団体も土地

を所有することができる。

国家および協同団体の土越新有面積には制限がな

U、。
国家は勤労農民の利益を特に保護し，経済的政策が

許す各種の方法で彼らを支援する。

第7条まだ土地改革が実施されない朝鮮内の地域

においては最高人民会議が規定する日時にこれを実施

する。

この両憲法の規定には，土地問題に対する両政

府の姿勢の違いが現われている。北朝鮮の党と政

府は以上でみてきた方針にもとづき，朝鮮戦争

「勃発」直後から，人民軍の南下した地域で土地

改革を実施した。しかし，国連軍が38度線を越え

て北上すると，韓国政府は独自の方式で農地改革

をやり直した。

朝鮮戦争停戦後の1956年3月に聞かれた朝鮮労

働党の第3回大会の報告において，金日成は南朝

鮮の土地問題についてつぎのように述べた。

「農村で李承晩徒党は，北半部で実施された土地改

革の影響をうりた南朝鮮の農民大衆をぎまんするため

『農地改革』を実施して『地主はなくなり，農民の境

朝鮮民主主義人民共和国による締国地域の土地改革

遇は改善された』とさわいでいる。

しかし，農民の境遇は改善されるどころか，いよい

よ苛酷な搾取と抑圧のもとにおかれるようになった。

農民たちは，農地の代価償還穀，土地収得税〈一種の

関与税一一引用者〉，糧穀の強制供出および小作料な

ど，さまざまな名目で1年の総収穫高の多くの部分を

カイライ政府と地主に苛酷に収奪され，このため，い

わゆる『分配』された土地を地主や富農に再t鷹われ
て1坪の土地もなV叶作人，濯庸農に転落し，際農す

るものが日をおって潜加している。－

朝鮮人民の前には，アメリカ帝国主義の侵略勢カ

と，その同践者となっている南半部の地主，隷属資本

家，親米派に反対し，南半部の人民を帝国主義的・封

建的な圧迫と搾取から解放して，祖国の民主主義的統

一と完全な民族的独立を達成すべき全民族的任務がい

ぜんとしてのこされている」〈注向。

この報告にみられるように，朝鮮労働党は韓国

政府が行なった農地改革は，ぎまんであり，従来

の地主制を再編したものにすぎないとみていた。

この見方はその後も一貫して変わらなかった。

1970年には朝鮮労働党第5回大会が開催された

が，この大会における報告のなかでも，金日成は

南朝鮮の地主についてつぎのように述べている。

「南朝鮮革命は，アメリカ帝国主義侵略者に反対す

る民族解放革命であると同時に，アメリカ帝国主義の

手先である地主，買弁資本家，反動的官僚とかれらの

フ77ショ的支配に反対する人民民主主義革命であり

ます」位問。

ここでは，「アメリカ帝国主義の手先」として

第1に地主があげられている。韓国政府が実施し

た農地改革後も確かに地主小作関係は部分的に残

存し，農地改革法で禁止された小作も，その後ほ

ぼ一貫して増加傾向をたどっているという事実が

ある。しかし，農地改革後は，かつてのように数

百町歩あるいはそれ以上にも達するような大規模

の地主はなくなり，小作をさせる地主といっても

ごく小規模なものであることは，韓国で行なわれ

たいくつかの調査，研究等により指摘されてきた
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借 16）。したがって，北朝鮮の党や政府のような地

主制の再編という見方にはむりな点があった。

ところが， 1972年12月北朝鮮では48年に制定さ

れた憲法を全面的に改め，新たに「朝鮮民主主義

人民共和国社会主義憲法」を制定した。この憲法

は， 1948年憲法と比較すると全体の構成，内容も

大きく変化したが，その｝つとして土地問題につ

いても全く言及しなかった。あえていえば，第l

章，第5条に「朝鮮民主主義人民共和国は，北半

部で社会主義の完全な勝利をおさめ全国的範囲で

外部勢力をおいだし，民主主義的基礎のうえで祖

国を平和的に統一し完全な民族的独立を達成する

ためにたたかう」と規定されており，この「民主

主義的基礎」のなかに土地改革問題も含めて考え

られないことはないという程度である。

また， 1980年に開かれた朝鮮労働党第6回大会

における金日成報告でも，韓国の支配層について

は「軍事ファシスト一味」と規定し，地主につい

ては全く言及しなかった。

北朝鮮の党や政府が， 1972年末以降韓国社会の

評価をこのようにかえた理由や根拠が何であった

のか，筆者はまだこの点について述べる準備がで

きていないので，この問題は今後の課題として残

さざるを得ない。

以下で述べる1950年の土地改革は，以上で明ら

かなとおり，北朝鮮の党と政府が，韓国における

民主主義的な改革とそのうえでの南北統一政府樹

立という展望のなかで，土地問題をきわめて重視

し，民主主義的改革の第1の課題とみていた当時

のものである。

北朝鮮ではすでに1946年，土地改革をはじめ重

要産業固有化， 8時間労働制，男女平等権法の制

定など一連の改革を行ない，北朝鮮を全朝鮮の民

主主義化のための基地として位置づけていた。
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1950年の土地改革はこの民主基地論にもとづく改

革とみることができる。

〈注1) この点について鮮ゐしくは，林哲E「鈴乙次大

験後の朝鮮における民主主義民族単託銀」（『属際関係学

研究』第9号 1983年3月〉参照。

〈注2) 金南継続『「南労党」研究資料集』損害1輯

ソウル 高麗大学校亜細還問題研究所 1974年 10ペ

ー：／ 0 

（注3）『創立1周年を没。l叫七北朝鮮労動党』
〔創立1周年を迎える北朝鮮労働党〕ピョ γャγ 労

動党出版社 1947年 2ページ。

（注4) 向上書 29ページ。

（注5) この時期のY速の対朝鮮政策については和

田春樹「ソ速の朝鮮政策一一ー1945年8～10月一一」

（『社会科学研究』第33巻第4号 1981年11月）および’

向「ソ速の朝鮮政策一一1945年11月～1946年3月

一一」（向上誌第33巻第6号 1982年3月〉参照。ソ

連側の資料も利用した同検文によれば，当時Y速は北

朝鮮地域だけでも，ソ速に友好的で， Y逮への攻撃の

基地とならないような地域として確保しようとしてい

たことが示唆されている。

なお， 1945年秋から46年にかけての北朝鮮側の動向

を批判的に検討したものとして玉城素『金日成の思想

と行動』 コリ 7野論社 1968年第3宣言がある。併

せて参照。

（主主6) 『わが国におりる土地改革の歴史的経験』

ピョ γヤソ 外国文出版社 1974年 63～66ページ．

ただし， 1954年版『2自宅HPJ.1』〔金日成選集〕第1

巻によれば， 46年1月1日の「新年を迎えて全国民に

告ぐJのなかには，土地改革について具体的に言及し

た箇所はない。なお，当文献は，金俊燦・金畠順・李

一幸喜・キト寛玉共編『「北韓」研究資料集』ソウル 高

麗大学校亜細亜問題研究所 1969年による。

また，本書によれば，「土地問題にかんする決議」

は，分局設震の大会で採択されたと述べている。他

方， 1980年の『念日成著作集』 1（ピョ γャγ 外国

文出版社〉では， 1945年10月16日，北朝鮮共産党中央

組織妥員会（朝鮮共産党北朝鮮分局と同一組織〉第1

問鉱大執行委員会で「土地問題についての決定」を探

択したとされ，その内容が掲裁されている。前者はそ

の要点が紹介されているだけなので，両者がどのよう

な関係にあるかははっきりしない。分局設置の大会で

「土地問題にかんする決議」を採択し，次に拡大執行



ヨ署員会で「土地問題についての決定jを採択したと考

えることもできる。いずれにしても，両者の要点は一

致している。

〈注7) 金俊縛・金昌順・季一言寄・朴寛玉共綴 向

上書 44ページ。

（注8) 向上福島 54ページ。

（注9) 『創立1周年金……』 31ぺージ。

ぐ注10) 金B成選集刊行愛員会繍訳『金日成選集』

第1巻京都三一書房 1952年 17ぺージ。

（注11）ヰ三l:.~j三号サ号令モヰ［北朝鮮労働党中央

本部〕『ヰ三l:_Aj__st号サ 苅1)2斗司i1'-J-叫司詞lヌ自主主1』〔北
朝鮮労働党第2回総会諸資料集〕ピョ γヤソ〔1948

年〕。

（注12）韓国の憲法では，北朝鮮地域で農地改革を

突抱すると特に明記していないが，韓患の領土は北朝

鮮地域も含むと規定されていた（1948年憲法第4条〉

から，北朝鮮地域にこの規定が及ぶことは当然である

といえよう。

〈注13) ここで，土地所有の最大限度を5町歩また

は20町歩とし，後の韓国地域の土地改革政令でも同じ

規定を設けている（本誌 10ページ〉。しかし，細則

等にもそれ以上の規定はなしなぜ20町歩まで所有で

きると規定したのか，現在のところ不群。

ぐ注14) 『朝鮮労動党第三回大会文献集』ピョ γャ

γ 外国文出版社 1956年 90,91ページ。

〈注15) 金日成『朝鮮労働党第五回大会で行なった

中央委員会活動総括報告』東京在日本航鮮人総聯合

会中央常任餐員会 1970年臼ページ。

（注16) 務国での調査，研究等について，ここでは

1970年以前の若干の例をおげるにとどめる。

雀慮祥編著『農政十年史』 yウル t堂文社 1958年
／鯵国農地制度研究委員会『緯園長池制度研究報告

書』ソウル韓国土地経済研究所 1966年／鄭英一

「成後韓国農地改革叫1関吐一考察」〈『経済論集』第6
巻第2号 1967年12月〉など。

II 北朝鮮による韓国地域の土地

改革準備と実行計画

1. 土地改革の準備

北朝鮮政府は1949年5月9日「共和国南半部の

土地改革実施のための法令起草委員会組織に関す

朝鮮民主主義人民共和国による緯園地域の土地改革

る決定書JC内閣決定第46号〉を採択し，韓国で土

地改革を実施するための準備に着手した。

なぜこの時期に準僚をはじめたのであろうか。

その理由として考えられることは，韓国で農地改

革の準備が進んでいたことである。すなわち，1949

年4月27日長期にわたる審議の末，韓国の国会で

糞地改革法が通過した。この改革法は，政府側から

問題点を指摘され，国会で再審議することになり，

5月9日国会に送り返された。このような時期に

北朝鮮政府は法令起草委員会組織の決定をしてお

り，そこには密接な関係があったと考えられる。

上記内閣決定第46号は，北朝鮮では1946年3月

土地改革が実施されたことにより，農民の生活が

根本的に改善されたと述べた後，南朝鮮での土地

改革について要旨つぎのように述べている。

(1）南朝鮮では土地改革が行なわれなかったた

め，封建的な小作制が維持，温存されており，大

多数の農民は，地主への高率小作料と，政府によ

る強制買上げによって極度に疲弊し，農民生活は

破綻状態に置かれている。（2）南朝鮮の農民は共和

国におけると同様，民主的な没収・無償分配の土

地改革を早急に実施するよう要求し，撮？.！！な闘争

を展開している。（3）共和国内閣は，憲法と政綱に

基づいて，南朝鮮においても早急に北朝鮮と同様

の土地改革を実施する必要性を認め，南朝鮮にお

いて実施する土地改革令の草案を作成するため，

法令起草委員会を組織する。（4）法令起草委員会を

次の委員で組織する。

委員長洪命蒸

委員朴文圭，宋鳳部，萎鎮乾，李亀勲，李

承庫，金烈，李克魯，成周塞，李万珪，金

乗済，朴正愛，李｛二同，雀環徳，雀容逮，JJ英俊，

チャンギュン，チェペクヒ，キムヨンジェ，

チョンヂョンイル，カンギュチャン〈注I）。
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この起草委員会で作成された草案は， 5月末ま

でに内閣に提出されることになっており，その後

最高人民会議にまわされる予定であった。その

後，この法令審議がどのように進められたかはは

っきりしない。しかし，翌1950年6月25日の朝鮮

戦争「勃発J直後の7月4日，北朝鮮の最高人民

会議常任委員会決定第137号として「共和国南半

部地域に土地改革を実施することについて」とい

う政令が発表され，つづいて7月9日には同政令

の施行細則も発表されている（ワシントン・ナショ

ナノレレコードセンタ一所蔵。RGNo. 242, SA 2009-7-40 

これらについては後述〉ことからみて， 準備はすで

に完了していたとみてよいであろう。

北朝鮮側の土地改革準備はこうした法令だけに

とどまらず，改革の指導要員も養成していたこと

が明らかにされており，実際韓国での土地改革に

際しては500名余の指導員が派遣された〔注2）。

2. 政令および細則の内容

ここで，土地改革のための政令の要点をみると

以下のとおりである。

第1条朝鮮民主主義人民共和国憲法第7条

にもとづいて，共和国南半部に土地改革を実施

する。土地改革は没収，無償分配の原則によ

る。

第2条 アメリカ帝国主義と李承晩健働政府

およびその機関の所有する土地は全部没収す

る。

朝鮮人地主の所有地と面積の多寡を問わず継

続して小作させる者の土地は一切没収する。

小作制度は永遠に廃止する。

自作農民の土地は5町歩または20町歩まで没

収しない。

李承晩協働政府およびその機関と地主から年

賦で買入れ自作する土地も没収しない。
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第3条 没収した土地は雇用農民と土地のな

い農民および土地の少ない農民に無償で分与す

る。分与した土地は分与された農民の永久の所

有となる。

分与された農民は，その土地を売買すること

ができず，小作させることもできず，抵当とす

ることもできない。

自作地と本政令によって分与された土地に対

する土地所有権は法的に保障する。

第4条没収した土地の分与の量，方法は各

洞〈墨〉の雇用農民，土地のない農民および土

地の少ない農民の総会で決定する。

総会の決定は，地方人民委員会の批准を得た

後実施する。

第5条土地に関係する一切の負債はこれを

廃棄する。

第6条土地に対する従来の地税その他一切

の税金と負担金はこれを廃棄する。

農民は，ただ共和国北半部と同ーの比率の現

物税を国家に納入する。しかし， 1950年は疲弊

した南半部農民の生活を急速に改善するため，

これを大幅に軽減することを共和国内閣に委任

する。

第7条現物税を納入した残りの農作物は農

民の自由処分に任せる。

第8条土地改革を実施するため各洞（里）

に農村委員会を組織する。

農村委員会は雇用農民，土地のない農民，土

地の少ない農民の総会で選挙された5人ないし

9人の委員で構成する。

農村委員会は，当該桐（竪）内の農民が耕作

する第2条に該当する没収対象地を調査して統

計を作り，土地分与案を作成し，総会を通過し

た後地方人民委員会の承認を得て分与を実施す



る。

第9条土地の分与は道人民委員会が土地所

有権証明書を，分与された農民に交付し，これ

を土地台帳に登録することにより完了する。

以上は政令の要点であるが，つぎに施行細員ljに

ついてみることにしよう。

政令第2条第2項の「朝鮮人地主」について，

同細則は「5町歩以上の土地を他人に小作させる

土地所有者をいうJC第2条〕と規定している。こ

れは階級としての地主である。しかし，雇用労働

によってでなく，自分の労働力で耕作している土

地があれば，それは没収しないと規定している。

同じ政令第2条第2項の「継続的に小作させる

者Jというのは5町歩以下の土地を継続的に小作

させる者をいう（第3条〉。この場合も小作地は一

切没収される。ただし，李承晩政権下で民族解放

運動に加わり投獄されたり，あるいは兵役にとら

れた場合は小作させていても没収しないと規定さ

れている。

政令第2条第3項では農民が買入れた土地は没

収しないとしているが，土地代金を全く支払って

いない場合は購入と認定されなかったく第5条λ

第7条では，李政府の敗亡とともに自己の居住

地から逃亡した者の土地，農業用具，種子，肥

料，家畜，建物等は市，面人民委員会がこれを管

理すると定めている。そして，最終的には道人民

委員会の決定に委ねられた。

以上は土地の没収に関しての細則であるがつぎ

に分与についてみよう。

土地分与を受ける「雇用農民」について，悪霊用

農民とは土地をもつことができず，他人に雇われ

て他人の土地で雇用労働をすることを基本職業と

する者をいう，と規定し，相当期間継続的にこれ

朝鮮民主主義人民共和国による韓国地織の土地改革

を基本職業としない者に対しては土地を分与しな

いと規定した（第9条）。

没収土地の分配案を作成する際，十分に掛酌し

なければならない点として，

(1) 土地分配を受ける権利のある各農家の家

族数，家族構成（男女別，年齢別〉および実際の

耕作能力と自己の所有土地面積，

(2) 小作人に土地を分配する時には，その小

作人に割当てられた土地面積により，彼が従来

耕作していた土地を彼に配分することを原則と

すること，

(3) 土地の質を必ず考慮すること，

の3点をあげている（第11条）。

土地改革が実施されたのは1950年の7月から9

月にかけてであり，耕地では作物が栽培されてい

た。この点に関連して，「播種した地面がー農民

から他の農民に移る場合，すでに播種した作物に

限ムそれを播種した農民がこれを収穫する」

〈第12条〉と定めた。しかし，地主の土地の場合，

もちろんこの条項には該当しない。

朝鮮には従来少数ではあるが中国人が居住して

おり，中国人農民に対しても朝鮮人農民と同等の

条件で土地を分与すると定めている（第13条）。

施行細則の第3章は農村委員会の組織と任務に

ついて規定している。

まず，農村委員会の委員は，雇用農民，土地の

ない農民，土地の少ない農民等の農民総会におい

て挙手で選出すること，各委員は当該市．面人民

委員会の承認を得なければならないこと，またそ

の指導，監督の下で事業を行なうことと定められ

ているく第14条）。

つぎに農村委員会の任務として6項目をあげて

いる。

(1) 没収地の調査，統計の作成。
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(2) 土地分配を受ける農民に関する調査（家

族関係，耕地〉と，統計の作成。

(3) すでに土地を購入した農民について購入

証明書類，購入面積，政令第5条により廃棄さ

れる土地代金等の調査と当該人民委員会への報

告。

(4) 土地分配案の作成。

(5) 以上の関連資料を作成し，土地分配の量，

手続等を審議するため農民総会を召集する。

総会の決定を市，面人民委員会に提出，その

批准を得たのち土地の分配を実施する。

(6) 土地分配を終了した後，所有権証明書交

付に必要な書類を作成し，当該市，面人民委員

会に提出する。

同細則は最後に，土地所有権証明書は，農村委

員会の事業が終わった後， 3ヵ月以内に当該道人

民委員会から分配された農民に吏付されねばなら

ないと規定している（第16条〉。

以上が，政令および同施行細則の主要内容であ

る。とれを， 1946年3月に実施された北朝鮮の土

地改革に関する法令および同細則と比較してみれ

ば，つぎのとおりである。

まず，没収，無償分配の原則， 5町歩以上の土

地を全部小作させる者を地主と規定したこと，分

配された土地について売買，抵当，小作を禁止す

ること，農村委員会が重要な役割を果たすこと，

などの諸点で両法令に差異はみられない。

しかし，北朝鮮の改草では，地主が農業を続け

ることを希望する場合，他の郡に移住すればその

条件が与えられることになっていたが，韓国の改

革に対する政令ではその点に関する規定がない。

また，北朝鮮では地主からは土地だけでなく，家

屋，農機具，家畜など一切の財産が没収されたが，

韓国に対する政令では土地だけが没収対象となっ
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ており，その他の財産については全く言及してい

ない。

また，北朝鮮の法令では，農民が所有する小規

模の山林以外の山林はすべて没収されると規定さ

れていた〈第13条〉が，韓国の政令では山林につ

いて全く言及がない。

以上が主要な異同である。韓国地域の改革にお

いて，なぜ北朝鮮と異なる規定を行なったのか，

その理由を説明している文書が見当らないため，

はっきりしたことは分からない。今後検討しなけ

ればならない課題の一つである。

3. 土地改革実行計画

1950年7月上旬〈推定）， ＇.／ウルに設置された

「農林省南半部土地改革指導委員会」〈委員長・朴

文圭，当時農林相〉は，直ちに改革準備に着手した。

7月15日にはソウルで，南朝鮮の各道土地改革責

任者と，北朝鮮から派遣された指導委員との合同

会議が開催され，土地改革の計画を討議した〈注3）。

アメリカ軍が接収した前述の資料のなかに「南半

部土地改草実行準備計画書」，「南半部土地改革に

関する宣伝事業計画書」等があるが，これらの計

画書は，おそらくこの会議の討議を経て決定さ

れ，各道に送られたものと考えられる。

まず，実行準備計画書についてみることにしよ

う。全体は次の7項目からなっている。（1）各級実

行委員会の組織，（2）講習会の組織，（3）警備および

自衛隊の組織，（4）通報・連絡網の組織，（5）土地改

革終結会議の召集，（6）各種統計報告について，お

よび（7）注意事項である。また，いずれの項目につ

いても事業方法としてより具体的な計画があり，

それぞれの項目ごとに執行者を定めることになっ

ている。

まず，（1）の各級実行委員会の組織であるが，こ

れは，道から郡〈市〉，面，里〈洞）に至るまで，



委員数とその下に量かれる実務機構について詳細

な計画があった。中央から末端に室る土地改革実

行委員会の組織体系は第1図に示したとおりであ

第1匿 1協議草による土地改革実行組織
農林↑問土地改鞘鞍員会〈委員長時〉

道土地改革実戸委員会（7～9名〉
｜ （委長， j委員長，組織部，宣伝部，審査
↓ 部，総務課）

郡土地改革実行委員会（5～7名〕
｜ （向上，ただし，総務課はなし〉

菌土地改革実行委員 (5名〉l （委員長，組織部，宣伝部〉
星（湘〉農村委員会（5～9名〉

〈出所〉 ~司1 ＇オ吐ヰ旦ス］ 7B 司ス］.；己判ゼ主！〔農林省甫
半部土地改革指導委員会〕「吐吐ヰ旦ヌ1靖司...＜,1_喝

を凶l柑唱ぺ」（南半郁土地改革実行準備計画書〕
による。

朝鮮民主主義人民共和国による韓国地繊の土地改革

る。

道から里（洞〉に至る各実行委員会の構成につ

いては，土地改革指導委員会委員長朴文圭が，別

途，各道人民委員会委員長宛に指示書「共和国南

半部地域で土地改革を実施のための諸般の組織に

関して」を送っている。

この指示香は，そのまえがきにおいて「土地改

革実施準備については，すでに発表された政令と

細則によって諸般の事業組織を準備していること

と思われるが，本改革事業の重要性に照らして，

その組織および事業を別紙のとおり実施して下さ

るよう願います」と述べ，道，郡，面，里別に各

実行委員会がどのような人物で構成されるべき

か，また，委員長，副委員長や実務機構の部長に

第1衰 各級土地改革実行委員会および実務機構の構成

1. 道

イ〉道実行委員会（7～9名〉
道労働党委員長（委員長〉
道人民委員会委員長（副委員長〉
道人民委員会農林慮長（組織部長〉

道労働党宣伝部長 ¥ ｛どちらかが1
道人民委員会宣伝部長J＼宣伝部長／
道農民同腹委員長（審査部長〕
道女性同盟委員長
道職業同盟委員長

ロ〉道実務機構（13名〉
組織部 部長 1
宣伝部 部長 1
審査部 部長 1
総務課り 部長 1 

2. 郡

部員 3 
部員 3 

部員 2 

部員 1 

イ〉郡実行委員会（5～7名〉
郡労働党委員長（委員長）
郡人民委員会委員長（副委員長〉

郡農民同盟委員長（審査部長〉
郡民主青年同盟委員長
郡女性同盟委員長

中央派遣宣伝責任者
中央派遣組織指導員2》

ロ〉郡実務機構（8名〉
組織部 部長 1 部員 2

く部長は郡農産課長）
宣伝部 部長 1 部員 2

（部長は党または人民委宣伝部長〉
審査部 部長 l 部員 1

3. 函

イ）面実行委員会（5名〕

面労働党委員長〔委員長〕
面人民委員会委員長〈組織部長）

面民主青年同盟委員長
面女性同盟委員長
面農民間盟委員長
ロ〕面実務機構（4名〕町

組織部 部長 1 部員 2
宣伝部 部長 1 部員 2

（部長は面党宣伝指導員〉
4. 里
里（洞〉献す委員会（5～9名〉
雇用農民 1 車山

土地のない農民 ｜の総会で挙手により翠虫
主地の少ない農民j後，市・郡人民委の承認

（出所〉号電信 サ吐ヰ互；，：J7B司 ス］.；己♀1唱刻判祖母 C農林省南半部土地改革指導委員会委員長〕「号j:}-号サ
吐ヰスl'<:j叶1主スl7B電ヰ...<,1_λl号引を対l吐三E'3j叫J：.；盛許吋」〔共和国南半部地域で土地改革を実施するための諸
般の組織に関して〕および第1図と同じ。
〈注〉 1〕 「総務課」は「南半部土地改革実行準備計商書Jにだけ記載されている。
2) 「中央派制責任指導員」と書かれている場合もある。
3）成員は4名と書かれているが合計は6名となる。
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は誰がつくべきか等を指示している。本指示書お

よび前述の実行準備計画書により，各段階の実行

委員会の構成およびその下に置かれる実務機構の

構成がどのようになるかを見ると第1表に示した

とおりである。

また，各実行委員会には上部から指導員等が派

遣されることになっており，道には中央から全権

委員と組織責任指導員各1名，郡には中央派遣組

織指導員2名と中央派遣宣伝責任者1名，面には

中央派遣指導員1名と道，郡，面から 2名以上を

選抜配置し，里（洞〕には道派遣組織・宣伝責任

指導員1名と郡・面選抜指導員2名以上がそれぞ

れ配置される計画となっていた。しかし，この計

画どおりとすれば中央から派遣される要員だけで

1800人余りとなり，実際にはこれほど多くの指導

員を中央から派遣することはできなかったと考え

られる。 7月25日とまだ早い段階ではあるが，農

林省から土地改革指導者として派遣された人員は

印O余人と報道されている他的。

前述のとおり，各実行委員会の下には実務機構

が置かれ（ただし，末端の里〈洞〉を除く〉，組織部，

宣伝部，審査部等の各部から構成されていたが，

それぞれの部が分担した仕事の内容をみると第2

表のとおりである。

以上が実行委員会の組織であるが， 2番目に講

習会の組織についてみると，道から面に至るまで

の各段階について，参加者の範囲，講習内容，実

施状況の報告等について述べている。このうち講

習内容についてみると，土地改革の意義，政令・

細則の内容，質疑応答の仕方，各種統計様式につ

いての説明，宣伝方法等について行なわれること

になっている。

3番目に，警備および自衛隊の組織について見

るとつぎのように指示されている。
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第2表土地改革実行委員会実務機構各部の
事業分担

1. 組織部
土地の基本調査，没収土地の確認，土地分配案（作
成〉，土地改革前と改革当時の状況 C把握〉，中間
総括およm鰯指導，各種組織に関する統計・会
議録・決定書等の作成・報告・保管等。

2. 宣伝部
広範な大衆への解説事業の実施，宣伝・扇動員へ
の講習組織および実施，宣伝要綱およびスローガ
ンの配布，その他土地改革の宣伝事業に関する一
切の統計（作成〕。

3. 審査部
改革の実行状況を日常的に指導・検閲し，地方で
提起される問題等を適時把握，解決する。

〈出所〕第1表と同じ。

(1) 道，郡実行委員会は警備員を固定的に配

置すること。

(2) 面では里自衛隊員を毎日 5名ずつ順番で

配置すること。

(3) 里では特別自衛隊を組織する。 18歳以上

の雇農，熱誠農民（特に青年〉等で，隊員は30名

程度とする。隊長1名，副隊長1名。里自衛隊

は2日に1回ずつ分駐所（面段階とj思われるが，

不詳〉に自衛状況を報告し，特別な場合には随

時報告する。

このように厳重な警備計画を作成したことは，

地主側の相当強い反撃を予想していたものとみる

ことができる。

里段階の自衛隊に関しては，京畿道富川郡蘇莱

面錦李里と考えられる皇の自衛隊長が， 1950年8

月4日午前9時から5日午前11時まで警備した結

果異状なし，と面分駐所長宛に行なった報告の実

例がある。この場合隊員は14名で，里の入口 4カ

所と実行事務所を警備している借り。

4番目に通報・連絡網の組織については， 5日

に1回ずつ報告するよう規定している。

5番目に土地改革の終結会議の召集については

次のとおり定めている。まず参加者の範囲は農村



委員，雇農，土地のない農民，土地の少ない農民，

道・郡・商派遣員全員とする。土地改革実行総括

および決算報告，会議録，決定書各2通を作成

し， l通は保管， 1通は上級機関lこ報告する。そ

のうえで農村委員会の事業総括を行ない，面，

郡，道の順に総括を行なう。

6番目に各種統計の報告については，定められ

た儀式（6種〕に従い、期日厳守のうえ報告する

ことと指示している。

最後に注意事項として，「選挙事業と密接な連

携の下に，地方人民委員会選挙後に土地改革を実

行すること」となっていたが，この項はなぜか斜

線で抹消されている。

以上，実行準備計画書を中心にみてきたが，つ

ぎに宣伝事業計画書をみることにしよう。

同計画書では，宣伝員の派遣，宣伝員講習会の

組織について詳細な計画が立案されたが，これら

の項目内容はいずれも斜線で抹消されている。宣

伝扇動事業に関する計画のうち，大衆集会の組織

および一般宣伝事業は残されている。大衆集会の

組織についてみると，里段階の農村委員会を組織

する前に「部落大衆集会」を召集するよう指示し

ている。この集会では，報告，討論，金〈日成〉

将軍のメッセージという順で行なうよう定めてい

る。この他に，農村委員会を組織するための農民

総会，土地分配案と手続を審議するための農民総

会の組織および土地改革完全実施祝賀大衆集会を

開催することになっており，最後の祝賀大会で

は，報告，討論の後スタ｝リン，金日成両元帥の

メッセージを伝えるよう計画されている。

この他一般宣伝事業として，座談会の開催，個

別訪問隊の組織，歌唱普及およびスローガン（口

号〉隊の組織，演芸・娯楽事業等について詳細な

計画が樹立されている。

朝鮮民主主義人民共和国による輯園地域の土地改革

第3表北朝鮮による韓国地域の土地改革実施総括

1. 組織化・大衆動員
農村委員会 18，仰を組織

参加農民 14万人以上
2. 土地改革実施地域
完全実施黄海道（2郡〉，ソウル市，京畿道，

南江原道，忠清南道，忠清北道，全
羅北道

部分実施全羅南道：252面〈村〉中加8面
慶尚北道：251面〈村）中 107面
慶尚南道：m面（村〉中 99面

総面数 1,526中 1,198面（78.5%）で実施
3. 没収土地の内訳 町歩
米帝11:属した土地 579 
李承晩政府およびその機関の土地 39,627 
会社，商社の土地 14,993 

地主および小作に出した
土地所有者の土地
その他所有者および機関の土地
合計

4. 没収地の分配
面積（町歩〉

雇農 28，佃O

土地のない農民 196,494 
土地の少ない農民 348,769
固有化 22,859 
合計 596,202 

〈出所〉 『豆号せを』 1950年9月30日。

524,491 
16,116 
596,202 

戸数

1,267,809 

(66%) 

以上が土地改革指導委員会によって立案された

土地改革の実行計画，宣伝計画であり，このよう

な基本計画に依拠して，各地方ごとに改革が実施

された。実施過程の詳細については別途検討しな

ければならないが， 1950年9月30日，北朝鮮政府

が発表した土地改革の総括によれば，韓国地域全

体の実施状況は第3表に示したとおりである。

ぐ注1) この部分は，金貼坤編著『韓圏勧告L』ソウ

ル光明出版 1973年による。

（注2) 北朝鮮の最高人民会議議員であり，法令起

草委員会のメ γパーの 1人でもらった農容途は， rn
『l』〔人民〕（朝鮮民主主義人民共和国政府機関誌〕の
1949年7月号に論文「サ培半互ヌl靖司＂..！ λ1善♀1叫
。'1J〔南半部土地改革実施のために］を書き，そのな
かで次のように述べている。

「法令起草委員会は，内閣決定によって農民の要求

Eラ



と利益に最も適した改革案を準備し，施行細則と技術

的要員を準備し，土地改革の成功裏の実施を期してお

り，この事業は全人民の支援と待望のなかで，全人民

の協力の下で進められている」。

また，朝鮮労働党の機関紙『~号AJ-lt,』〔労働新聞〕

1950年7月25日号社説は，北朝鮮の農林省が500余名

の土地改革指導者を南朝鮮の各地に派遣したと述べて

L、る。

（注3〕金鮎坤前掲書 311ページ。

（注4) 『孟号AJそ』 1950年7月25日社説。

〈注5) 「旦ヌ］ 7刊電ヰ~·習を ll]J;!..:i!..阜J 弓iJ 〔土地改革爽

行警備報告の件〕メリーヲソド州シュートヲ γ ド，ワ

シゾトγ ・ナショナル・レコードセγター所蔵。 RG

No. 242, SA 2009-4-24。

おわりに

北朝鮮の党と政府が， 1945年8月以後の朝鮮の

16 

民主的諸改革と統一政府樹立という目標のなか

に，土地問題をどのように位置づけていたかを検

討し， 1950年の朝鮮戦争中，北朝鮮が韓国地域で

実施した土地改革の準備と実行計画について述べ

た。北朝鮮の党と政府が，韓国地域まで含めての

土地改革をきわめて重視していたことを明らかに

しえたと思う。朝鮮戦争と1950年土地改革の関連

については以上の叙述だけでは不十分であるが，

土地問題の位置づけや，改革の準備情況は，その

関連を示唆しているといってよいであろう。

（アジア経済研究所地域研究部主任調査研究員〉

〔付記〕本稿は1986年度研究課題「南北朝鮮関係の

史的研究Jの成果である。


